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１．計画策定の背景と目的  北茨城市空家等対策計画 【概要版】 

 
 

 

 

２．計画の概要 ■計画の目的  
本市では、空家法の趣旨を踏まえ、適切な管理の推進と合わせ、空家の活用という視点

からの取り組みを総合的・計画的に進めるため、「北茨城市空家等対策計画」（以下、「本計

画」という。）を策定します。 

 

■計画の背景  
空家は、少子高齢化や核家族化等により年々増加しており、全国的に大きな社会問題と

なっています。 

こうした空家の中には、適切な管理が行われていないものもあり、防災・衛生・景観等

の面で、地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしていることから、地域住民の生命、身

体又は財産を保護するとともに、その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促

進するため、平成 27年５月に「空家等対策の推進に関する特別措置法」（以下、「空家法」

という。）が完全施行され、国を挙げてこの問題に本格的に取り組むこととなりました。 

■計画の位置付け ■対象とする空家等の種類 
■対象地区  

本計画は、空家法の規定に基づき策定

するものであり、「第４次北茨城市総合計

画」を上位計画とし、各種関連計画との

連携・整合を図り、定めたものです。 

 
北茨城市全域 

■対象期間  
平成 30年度から平成３4年度までの 

5年間 

 
本計画で対象とする空家等の種類は、

空家法に定義されている「空家等（※１）」

を対象とします。 

なお、空家化の予防については、現在

空家等ではない全ての住宅を対象としま

す。  
 戸建住宅 集合住宅 

現在空家等 

（※２） 
◎ ◎ 

現在空家等 

ではない 
○ ○ 

凡例）◎：計画全般の対象 ○：空家化予防の対象 

（※１）空家法で定義されている「空家等」とは、

「居住その他の使用がなされていないことが常

態である建築物又はこれに附属する工作物」及

び「その敷地（立木その他の土地に定着する物

を含む）」をいう。 
 
（※２）集合住宅は、全室空室の場合が「空家等」

である。 

平成 30年度 

５年間 

平成 34年度 
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３．空家等の現状 
■住宅の腐朽破損の状況と建築時期  

本市の住宅の「腐朽・破

損の有無」と「建築時期」

の関係を平成２５年度の統

計データでみると、住宅総

数 16,450 戸（居住世帯

数 ） の う ち 1,870 戸

（11.4％）が「腐朽・破損

あり」となっています。特

に昭和 55 年以前に建てら

れた住宅が高い割合を示し

ており、今後、これらの古

い住宅が空家等となった場

合には、「特定空家等（※３）」

となる可能性を多く含んで

いると考えられます。 
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腐朽･破損あり（戸）

腐朽･破損率（％）

（※３）特定空家等とは、次の①～④のいずれかの状態にあると認められる空家等

をいう。 

①そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

②著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

③適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

④その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

資料）平成 25 年 住宅・土地統計調査  

■空家等実態調査結果  
平成 27年度に、北茨城市全域を対象

に、公道からの目視による空家候補の特

定及び不良度の判定を行ないました。 

調査の結果、空家（候補）は 205件

あり、空家率は 1.2%となっています。

また、空家のうち 15件（空家の 7.3%）

は倒壊等の危険性が高く、「特定空家等」

となりえる建物であると考えられます。 

 
空家等実態調査結果（平成 27年度調査） 

空家数 

（候補） 

空家 

率 
不良度判定結果 

205件 1.2% 

15件 
倒壊の危険があると思われる

もの 

141件 
倒壊の危険は無いが、居住に

は支障があると思われるもの 

49件 
居住に支障が無いと思われる

もの 

注）空家数は、売出し看板のあった物件を除いた数 

 
 

空家等になる 

前の段階 

・所有者が入所や死亡等の場合、別居する家族や相続人による居住継続が困難。相
続問題が解決しない。相続登記がなされないため誰が所有者なのかわからない。 

→空家等になる前に有効な施策展開が必要。 
 

空家等になる段階、

活用検討段階 

・空家等の改修費用等が工面できない。賃貸や購入希望者が見つからない。 
→「空き家バンク」のさらなる活用や、空家等の利用幅を広げる必要がある。 

 

空家等を管理 

している段階 

・空家等の所有者が適切な管理を行わない。 
→所有者等に空家等の適切な管理を積極的に働きかけるとともに、サポート体制の
充実を図る必要がある。管理不全状態の空家等への強い措置も必要。 

 

空家等を除却 

しようとする段階 

・経済的制約により除却が困難。税制上有利と考え、空家等をそのまま放置する。 
→除却を促す仕組みづくりが必要。 

 

その他共通 

・空家等の問題は多岐にわたるため所有者等のみでは解決が難しい。空家等の所有
者等が不明である。空家等の活用・処分方法、相談方法、相談先等が分からない。 
→地域や専門家団体等との連携や、相談体制の整備が必要。 

 

４．空家等の進行段階ごとの課題 
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５．空家等に関する施策 
■基本方針 

 
空家等の進行段階に応じて「発生抑制」、

「適正管理」、「活用」等の対策に取り組む

こととします。 

 
空家等の所有者等だけではなく、市民・

地域、関係団体、行政等が手をたずさえて

課題解決に取り組むこととします。 

１ 空家等の進行段階に応じた適切

な施策展開 

２ 所有者、市民・地域、関係団体、 

行政等が連携した施策展開 
■取組体制等  
（1）所有者等からの相談への対応 

  ・市役所相談窓口の開設：相談窓口は相談内容に応じて６つの課に設置します。 

  ・空家等に関する相談会の開催：専門家等の協力を得て開催します。 
 
（２）市役所の体制整備 

  ・北茨城市空家等対策協議会の継続： 

現在設置している当該協議会は、空家等の問題を総合的・計画的に推進するた

めの組織であり、今後も継続します。 

  ・専門家団体、市民等との連携強化： 

問題解決には専門的な知見が必要であるとともに、地域住民と協働して対処方

法を検討します。 

  ・庁内体制の整備： 

空家等の問題は多岐にわたるため、各関係部署が連携して分野横断的に解決を

図ることも必要となります。そのため、「（仮称）北茨城市空家等対策検討会議」

において、全体の状況を把握し、関連部署との総合的な調整や、専門家団体との

連携、相談者への対応状況の進捗管理等を行ないます。 

北茨城市の 
取組体制  

各担当課窓口にて対応 
都市計画課（窓口）  

・保安上危険となる恐れの 

ある、建築物に関する問合

せ、相談への対応 

生活環境課（窓口）  
・生活環境の保全に係る 

 問合せ、相談への対応 

税務課（窓口）  
・税金や相続に関する問合
せ、相談への対応 

・税務情報の提供 

企画政策課（窓口）  
・空家バンク等活用に関する
問合せ、相談への対応 

・空家の有効活用方策 

・現況調査の実施 

建設課（窓口）  
・保安上危険となる恐れの 

ある、建築物に関する問合
せ、相談への対応 

（仮称）北茨城市空家等対策検討会議   
・関係部署の情報共有 

・立入調査、助言又は指導、勧告、命令に係る調整 

・空家等対策計画及び特定空家等に係る協議 

総務課（窓口）  
・切り分けできない問合せ、
相談への対応 

連携 
強化 

空家等に関する相談会の開催 市
民
等 

連携 
強化 

協力 空
家
等
に
関
す
る
専
門
家
団
体 北

茨
城
市
空
家
等
対
策
協
議
会 連携 
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指標名 指標の説明 
現況 計画目標 

平成 29年度末 平成 34年度末 

空き家バンクに

登録された件数 

空き家バンクに登録された空家等の 

年間件数 
24件（累計） 10件/年 

空き家バンクで

の契約成立件数 

空き家バンクにおいて契約が成立した 

年間件数 
8件（累計） ３件/年 

相談窓口の整備 相談窓口の整備状況 未整備 
相談窓口の開設・ 

運用 

庁内体制の整備 
多岐にわたる空家等の問題を解決する

ための庁内体制の整備状況 
未整備 

専門家等と連携 

した庁内体制の 

整備・運用 

 

６．計画の目標  
本計画を着実に実施するため、下表のように目標を設定し、施策の効果を明確化します。 

■施策体系 
○当事者意識の啓発等

○空き家バンク制度の推進

○特定空家等に関する措置の手続き

○特定空家等の判断

○北茨城市空家等対策協議会

■所有者等からの空家等に関する
相談への対応

○市役所相談窓口の設置

○空家等に関する相談会の開催

■市役所における体制整備

○北茨城市空家等対策協議会の継続

○専門家団体、市民等との連携強化

○庁内体制の整備

■その他空家等に関する対策の実施
○関係法令との連携

○定期的な空家等の実態調査

○空家等の所有者等の調査・特定

○空家等の所有者等への意向調査

○空家等の情報のデータベース化

○地域との連携強化

○空き家バンク制度の推進

○市事業による活用

○公益的施設としての活用

○所有者等への啓発

○改善指導

○緊急安全措置

所有者、市民・

地域、関係団体、

行政等が連携し

た施策展開

空家等の進行

段階に応じた適

切な施策展開

５．空家等、跡地

の活用の促進

６．関係主体の

連携の促進等

３．空家等の適切

な管理の促進

１． 空家等の調査

２．空家等の

発生抑制

４．特定空家等に

対する措置

主要施策施策の柱基本方針 
３ページの「基本

方針」を踏まえ、右

図の施策体系にて

計画を推進します。 

問合せ先：北茨城市 総務部 総務課 

【電話】0293－43－1111（代表） 【E-mail】soumu＠city.kitaibaraki.lg.jp  


